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( 会計幹事 )  古国通 庸 ( 電話 0564-55 イ 551) 

学会センター : 〒 113  東京都文京区 本 駒込 5  一 16 一 9 

学会センター C  2l 

財団法人 学会事務センタ 一 

日本発生生物学会担当 係 ( 電話 03-5814-5810) 

日本発生生物学会への 火退会，住所・ 所属変更，会費納入，および 出版物 (DGD, イン 

フ オメーション・サーキュラ 一など ) の郵送については ，上記の日本学会事務センタ 一に書 

面でお問い合わせ 下さい。 

サーキュラ ー への投稿募集 

日本発生生物学会サーキュラ ーは 会員の皆様の 情報誌として 年 3 回発刊されます。 

学会に対する 提言，研究雑感，実験手法，学会見聞記，関連学会案内，書評等どの 

ような内容でも 結構ですので ，是非事務局にお 寄せ下さ       

宛先 : 〒 444 岡崎市明大寺町 字 西郷 中 38 番地 

基礎生物学研究所・ 生殖研究部門内 

日本発生生物学会事務局 

FAX  : 0564 一 55 一 7556 

  

  

  
  

  



      

新年を迎えるに 当たって 

岡 田 益 吉 

  

  

  

まもなく新生 DGD は 満 1 オ となります。 会長として同じく 1 年がたちますが、 殆ど何 

もお役に立っていない 中で、 最重要課題と 考えておりました DGD は順調に伸びているよ 

うで、 私と致しましては 大変嬉しく思っております。 これはひとえに、 会員の皆様のご 協 

カと 、 現 編集主幹の星先生および 前編集主幹の 片桐先生のご 努力が、 次第に実を結びっ っ 

あ るものと、 心から感謝しております。 

詳しくは尾先生のお 書き下さる記事で 御覧頂きたいのですが、 Impactfactor も、 総引 

用回数もともに、 前年より上昇しており、 特に嬉しいのは、 DGD に発表された 論文を最 

も 多く引用している 雑誌がの GD 自身ではなく、 DeveIopmentalBiol0 恩になった、 という 

ことであ ります。 このことは、 世界中の active な 研究者が DGD に載っている 論文に目を配 

っていることを 示します。 発生生物学会会員の 論文の引用件数も 増えていることと 思いま 

す 。 目標 Impact factor 2.0 、 等と云っておりますが、 これにはまだも う 少し時間がかか 

るでしょう。 皆様の一層のご 協力とご努力とをお 願い致したいと 思います。 是非良い論文 

を沢 U 」 JDGD に投稿して下さい。 

ここで少し違った 面から話をさせていただきたいと 思います。 引用回数は論文や 雑誌の 

重要度を示すのに 良く利用されます。 しかし、 これが論文の 価値を測る唯一の 物差しでは 

あ りません。 実際、 猫も杓子もやっていて、 研究者人口の 多い分野の論文は 引用回数も多 

くなります。 一方、 余り研究者人口が 多くない分野ではどうしても 引用が少なくなります 

し、 極めて独創的なためにまだそれを 理解出来る人は 殆どいないため、 引用されない 論文 

だってあ ります。 これらの論文は 価値が低いのでしょうか。 決してそうではなく、 特に独 

創 的な論文の場合は、 はやりの研究の 論文よりも遥かに 高い価値を持つことについてはど 

なたも異論がないと 恩 、 います。 私の初夢は、 このような論文が DGD に掲載され、 将来そ 

の中からノーベル 賞が出ることであ ります。 

自信を持って 投稿した論文の 価値、 重要性について、 編集者や reviewer が理解しなかっ 

た場合、 英語でやりとりして 説得するよりは、 日本語で、 場合によっては 電話で主張する 
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方が 、 多くの会員にとっては 容易ではないでしょうか。 常に注目される 国際誌を日本で 発 

付 する意義の一つはそこにあ ると思っております。 しっかりと築き 上げたいものです。 21 

世紀の発生生物学をリードするテーマであ ると自分では 思っているが、 まだ余り認めてく 

れる人は多くないような 論文を是非投稿して 下さい。 一方、 皆が注目する 雑誌にする近道 

は 、 impact factor を上げることですので、 これも大切です。 どうか、 はやりの研究もど 

しどし投稿して 下さい。 

はやりの研究をするにしても、 独創的な研究をするにしても、 先立つものは 研究費です。 

現在の日本では、 研究費の殆どは 文部省を通して 研究者に与えられております。 学会が 、 

研究に関する 情報交換と共に、 研究費の獲得につながる 活動の場としての 手助けになれば 

よいと思っております。 国としての科学研究振興の 動きの変化と 関連して、 科学研究費 補     

助 金の制度も次第に 変わっていくのではないかと 思います。 この際、 科学者は自分たちの 

希望や要求を、 大声でなくても、 はっきりと言うことが 大切だと思います。 それと共に 、 

是非皆様のご 研究の水準がさらに 上がることを 祈ります。 

 
 

 
 

さて、 発生生物学会は 10 年毎に見直しを 行う、 ということを 会則の中にうたっており 

ます ( 付則第 8 条 ) 。 学会を常に構成員の 利益になるような 活動が出来る 体制に保って お 

くために、 10 年ごとにチェックをするというのは 大変優れた制度だと 思います。 発生生 

物学会の設立は 1968 年のことであ りますので、 以後、 1978 年、 1988 年の 2 回「反省」 

が 行われております。 詳しくはインフォメーション・サーキュラ ー NQ30, 59 、 60 に出て 

おりますが、 いくばくかの 建設的意見が 寄せられて発生生物学会の 活動の糧となってきた 

と 思います。 次回は、 1998 年のことで、 やや早すぎるとは 思いますし、 私の任期の外で 

はあ りますので、 借越とも思いますが、 上に述べました よ うに DGD の変革が行われた 年 

でもあ りますので、 忘れない内に 予め広く会員の 皆様からの意見を 集めて置いて、 出来る 

だけ建設的な 提案が出来ればと は 、 っております。 どの様に意見を 集めるかを次回の 運営委 

員会の際にお 伺いしたいと 思っております。 具体 白 りに動き出しましたら、 是非 忌 ，澤のない 

ご意見を頂きたく 思っております。 

以上、 新春を迎えるに 当たって私の 思っていることを 述べさせていただきました。 今年 

も 、 あ るいは今年こそ、 皆様にとって 良い年であ りますよう祈ります。 
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DGD 便り 

"37 巻あ れこれ " 

すでに 37 巻 6 号がお手許に 届いていると 思いますが、 1995 年には 37 巻 1-6 号として、 

総計 77 編 ( うちミニレビュー 8 編 ) 768 頁を刊行いたしました。 これらのうち、 25 編が国 

外の研究室からの 投稿でした。 また、 は同 14 日までに、 98 編 ( うちミニレビュー 4 編 ) 

の投稿があ りましたが、 そのうち国外からのものが 43 編 ( うちミニレビュー 3 編 ) でした。 

国外からの投稿の 大部分は、 北米・ヨーロッパからですが、 他にアジア 5 編、 中南米 4 編 

となっております。 原著論文の場合、 原稿受領から 著者への返事まで 平均 30 日かかりまし 

たが、 採択となったもののうちで 最短は原稿受領後 13 日でした。 受領から著者への 返事まで 

  J に要する時間を 3 週間以内におさえたいと 努力してはおりますが、 審査員の約 25% ( 本年の 

実績 ) が国外の方であ ることも影響して、 短縮はなかなか 難しいというのが 実感であ ります。 

本年より、 DGD の製作・配布が BlackwelI 社の手によって 行われており、 デザインも若 

干変更となりましたが、 如何だったでしょうか。 国外での出版は 初めての事でもあ り、 特 

に当初は色々と 手違いが起こり、 著者・読者の 皆様にご迷惑をお 掛けしてしまい 誠に申 訳 

なく思っております。 この場を借りて 改めてお詫びいたします。 昨年まで、 編集幹事が身 

を削るような 努力をされて、 トラブルの発生を 押さえてきたことの 有り難さが、 改めて認、 

識 される次第です。 DGD の製作・送付・ 支払いなどに 関して不都合のあ った時には、 何 

であ れ BIackwelK 社ならびに編集部の 双方に連絡してください。 特に、 著者としてのご 不 

満は、 DGD の質を上げることにも 繋がりますので、 ご 面倒でも軽重によらず ご 連絡なさ 

って下さい。 なお、 国内から 0031 一 61 一 6238 にダイヤルなされば ( 無料 ) 、 日本語の解 

る同社のスタッフと 直接お話しになれます。 また、 将来にむけてのご 提案は、 編集部また 

/ は 学会庶務幹事にお 寄せぬがいます。 

本紙掲載の論文を、 1994 年に最も引用した 雑誌は DeveIopmental BioI0 穿で、 DGD 自 

身は第 3 位だったそうです。 歴代の編集主幹・ 編集幹事や学会役員を 始め会員の皆様のご 

努力とご援助の 賜物と思っております。 より一層良い 雑誌になるよう、 微力ながら努力を 

いたす所存でおりますが、 投稿がすべてを 決めるといっても 過言ではないと 思います。 会 

員諸氏のご援助・ ご 協力によって 、 良い原稿が多数集まるよう 宜しくお願いいたします。 

以上、 1995 年の簡単なご 報告と、 1ggf 年への期待を 込めて、 I)GD 編集部 よ りお便り 

いたしました。 会員諸氏のご 研究が益々発展し、 その成果を反映して DGD の紙面が よ り 

充実したものとなりますことを 期待して、 本年のお便りを 閉じさせていただきます。 ご援 

助 ・ ご 協力有り難うございました。 
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日本発生生物学会 第 29 回大会のお 矢 Ⅱらせ 

第 29 回日本発生生物学会大会は、 1996 年 5 月 23 日 一 25 日に、 京都市で開催されることに 

なりました。 皆様のご参加を 心からお待ちしております。 

  

  

  

].  期 日 :1996 年 5  月 23 日 ( 木 ) 一 25 日 ( 土 ) 

2. 会 場 : 京都会館 ( 会議場および 別館 ) T  el  :075 一 771 一 6051  ( ィモ ) 

〒 606 京都市左京区岡崎最勝寺町 m3 番地 

] R 京都駅から 市バスで 20 一 30 分、 タクシ一で 10 一 15 分 

  

3. 参加申込 : 

(1) 同封の参加申込書に 必要事項を記入して、 1996 年 2 月 29 日 ( 木 ) ( 当日消印有効 ) 

までにお申し 込み下さい。 

(2) 申込先 : 〒 606 一 01  京都市左京区北白川追分町 

京都大学大学院理学研究科動物学教室 

日本発生生物学会第 29 回大会準備委員会 

(3) 大会参加費 :6.000 円 ( 学生・院生 5,000 円 ) 0 なお 3 月 1 日以降の参加申込みは 当日 

参加とし、 参加費は一律 7,000 円 ) 

大会参加費は 郵便局の定額小為替で、 指定受取人を 

京都市左京区北白川追分町 

京人・ 理 ・動物 

佐 藤 知 行 

として参加申込書とともに 書留にてお送り 下さい。 

(4) 懇親会 は ついては現在検討中です。 後日、 講演要旨集の 配布時にお知らせいたしま 

す 。 

(5) 同封の受 取 書の所定 欄 に名前および 必要事項を、 また表に郵便番号、 住所および 氏 

名を記入し、 必ず切手を貼って 下さい。 

(6) 問合わせ先 : 準備委員会 TEL :075 一 753 一 4081 W 佐藤 ) 、 4095 ( 真壁 ) 

FAX  : 075 一 705 円 113 
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4. 研究発表 : 

(1) 申込期限 :1996 年 2 月 29 日 ( 木 ) 

(2) 演者は日本発生生物学会会員に 限ります。 

(3) 本大会の研究発表は、 口頭発表とポスター 展示の併用で 行います。 ポスタ一発表を 

口頭発表 よ りやや 努 めにする予定です。 発表者はどちらかを 選択して申し 込んで 下 

さい。 ご希望の発表形式を 変更していただくようにお 願いすることがあ るかもしれ 

ません。 あ らかじめご了承下さい。 

(4) 研究発表の申込者は、 ①同封の参加申込書に 必要事項を記入し、 ②発表要旨・ 参加 

費 とともに書留でお 送り下さい。 なお、 連絡用はがきにも 演者名を裏 面に、 その連 

絡先を表の宛名 欄 に記入の上、 必ず切手を貼ってお 出し下さい。 連名で発表される 

  場合には、 演者が申し込み、 それ以外の方は、 参加者名簿作成の 都合上、 参加申込 

書の所定の欄に 演者名を記入して 下さい。 

  

(5) 発表要旨および E 票の原稿は、 そのまま縮小写真印刷します。 黒 インクで明瞭に 書 

いて下さい。 タイプやワープロの 場合には、 濃いめにプリントするように 気をつけ 

て下さい。 図表も印刷できます。 英文タイトル、 所属、 氏名も所定の 欄にご記入 下 

さい。 ( 前回の発表要旨 集 をご参照下さい。 ) 

(6) 口頭発表 : 発表時間は 12 分 ( 発表 10 分、 討論 2 分 ) です。 前回より短くなっていま 

すのでご注意下さい。 会場には 35 ㎜判 ( 外枠 50X50 ㎜ ) スライドプロジェクター 1 

台を用意します。 スライド枚数は 1 演題につき 10 枚以内とします。 その他の映写 

機等の使用をご 希望の方は、 事前に準備委員会にご 相談下さい。 

ポスター展示 : パネルサイズは 横 g0cmX 縦 180cm です。 形式は特に定めませんが、 

最上段にタイトルを 掲示して下さい。 押しピン等は 準備委員会で 用意いたします。 

    今回は大会準備委員会主催のシンポジウムを 予定しており、 大会期間中にワークショ 

ップは行わない 予定です。 ( ぜひともという 場合は、 5 月 22 日 ( 水 ) および 5 月 25 日 ( 土 ) 

夜 に会場を別に 設けますので、 大会準備委員会にご 連絡下さい。 ) 

6. 大会準備委員会では、 宿泊のお世話はいたしません。 ただし、 交通および宿泊の 世話 

をする会社からの 案内が本サーキュラ 一にあ りますので、 ご利用下さい。 
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1996   
Recipie れ捷亡 o  ゐ e  i れひ 万古 ed  サ o  し Ⅰ apa れメ 0 ァ 0 れ e  ノ ea グ S  s サぴ Ⅰ ノ 

The@Asahi@ Shimbun@Foundaton@invies@applica Ⅰ     ons@under@is@ 1996@F0lowship@Program   

Establshed@in@1988@to@commemorate@the@hundredth@anniversary@of@the@Asahi@Shimbun,@one@of@Japan's@leading@newspapers,@and@transferred 
in@ May,@ 1992.@ to@ the@ supervision@ of@ the@ newly@ establshed@ Asahi@ Shimbun@ Foundation,@ the@ Program@ provides@ promising@ scholars,@ artists, 

journalsts@and@ others@ of@ foreign@ nationalty@ with@ the@ opportunity@ of@ a@ year's@stay@ in@Japan@ to@ develop@ their@ own@ academic@ or@ professional 

expertise@as@we@@   as@the@@   knowledge@of@Japan ． Upon@returning@to@the@@   own@countries,@@@   @@   hoped@that@Felows@wil@contFbute@to@interna Ⅰ     onal 
understanding@and@cooperation@through@their@professional@ and@personal@ activities   

Under》his【ear ， s｝rogram ・ two》o’our：ellows『ill｜e《elected｜y》heヾcreening，ommittee｛f》he、sahiヾhimbun：oundation ． A》otal 

of@up@to@#15@milli   n@ (approXmate@@   $150,000)@Wll@be@granted ． The@amount@to@be@recei   ed@by@each@Fell   w@will@be@determi   ed@by@the@Screeni   g 
Commi   tee@after@consideraton@of@individual@ research@plans   

OTHER！NFORMATION 
Eligibility  and  term  of  fellowship:     
@@Applcants@must@be@non-Japanese@ (permanent@residents@of@Japan@are@not@elgible)   
@、pplcants『il”ave‘arned‖「niversity‥egree｛r｜e〉ecognized‖s”aving‘quivalent〈ual     Ⅰ     catons. In》he’eld｛f‖cademic〉esearch, it 
@@   deSrable@that@the@candidate@should@possess@a@doctoral@ degree,@ or@the@equivalent@ in@academic@achievement   
@@Applicants@who@have@been@living@in@Japan@for@an@extended@period,@or@who@ intend@to@do@so,@are@not@eligible,@nor@are@applicants@who@are@due 
to@come@to@Japan@for@study,@training@or@the@like   
@ゝhe’elowship》erm（s’or｛ne【ear,｜eginning（nヾeptember 1996   

Application@instructions: 
@@The@deadlne@for@applcatons@for@the@ 1996@ Program@ is@February@ 29@(ar Ⅰ     val@ day)   
@@Applications@must@be@submitted@to@the@Asahi@Fellowship@office@using@the@designated@application@forms@(original@or@exact@photocopy) ． Forms 

are@avaiable@at@the@Felowship@ofTce@in@Tokyo@ or@at@the@Asahi@ Shimbun's@overseas@bureaus   

Results@of@applications: 
@@ApplcaLons@ w@l@ be@ examined@ by@ the@ Screening@ Commitee@ of@ the@ Asahi@ Shimbun@ Foundaton@ after@ a@ prCiminary@ check@ by@ the@ Asahi 

Shimbun ． The@results@will@be@announced@by@the@end@of@June@1996@in@the@Asahi@Shimbun ， and@each@applicant@will@also@be@notified@by@mail   

Fellows@in@ recent@years@ (position@ and@age@ at@the@time@ of@receipt)     
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Applcatons@ of@ laser@technology 
Heal   h@economy@and@educaton 
Internatonal@ poli   ical@ economy 
Thought@and@phiosophy@in@Japan's@medieval@era 
Control@engineeFng@and@computer@science 
Comparatve@sociology 
Envionmental@psychology 
Survey ブ esea ブ ch 

Medi   al@ training 
lniernatl0nal affal ブ S 
Women's@problems@ in@Japan 
Survey@for@TV@documentary 
Composi   ion@for@ "Sho'   
Agricul   ural@ economy 
Electrical@ drives@ and@ robotcs 

Fisheries@ science 

History@of@Japanese@art 
Orthopedics 
Contemporary@Japanese@local@poltcs 
Earthquake@resistvi   y 

For@further@i   formati   n@and@to@ obta@@   apPicati   n@form 。 Pease@write@to:     
Asahi@Fellowship@office 

Sporting@and@Corporate@Events@Department 
Cul   ural@ Projects@Division 
Asahi@ Shimbun 

5-3-2 ， Tsukiji ， Chuo-ku ， Tokyo@ 104-11@ Japan 

                                                                                            Fax                                 
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平成 7 年 1 期 1 日 

推薦者各位 

財団法人 藤原科学財団 

理事長 田 中 文 雄 

第 3 7 回藤原 賞 受賞候補者 ご 推薦依頼 

  

  

謹啓 いよいよ ご 清栄のこととお 慶び 申し上げます。 

財団法人藤原科学財団は、 故 藤原銀次郎 翁が 寄付された私財を 基金として、 昭和 3 4 乍 

に創設されたものであ ります。 わが国に国籍を 有し、 科学技術の発展に 卓越した貢献をさ 

れた方に、 昭和 3 5 年以来、 藤原質 ( 賞状、 賞牌および副賞 ) を毎年贈呈してまいりまし 

た 。 賞は 2 件とし、 副賞として 各 1 千万円を贈呈しております。 

今回引き続き 第 3 7 回受賞候補者を 募集いたします。 つ きましては、 ご 多忙中恐縮に 存 

じますが、 下記事項ご覧の 上、 適当な候補者をご 推薦下さるようお 願い申し上げます。 

なお、 第 3 7 回選考委員は 次の通りであ ります。 

杉村 隆 ( 委員長 ) 、 藤井 隆、 近藤 次郎、 植村 泰忠 、 鈴木 増雄、 

清水 真性 男 、 御園生 誠 、 山崎 眞狩 、 尾形 悦郎 ( 敬称略、 順不同 ) 

敬 具 

記 

1. ご 推薦の対象は、 自然科学分野に 属するものとします。 

2. 被 推薦者は、 ほかに賞を受けられた 方でも、 また前に推薦された 方でも結構です。 

3, 被 推薦者は原則として 1 件 1 人とします。 

4. 同封の推薦要項 書 (No.l,No.2 の 2 枚 ) に、 必要事項を記入してお 送り下さい。 詳 

細な論文、 参考資料は必要な 場合にご提出を 願いますから、 それまではお 送り下さら 

ないよう特にお 願い申し上げます。 

5. 受賞者の決定は 平成 8 年 5 月中旬とし、 贈呈式は藤原翁の 誕生日 6 月 1 7 日 ( 月 ) に 

行います。 

6. 別に、 推薦要項 書ご 入用のときは、 当 財団へご請求 下 きい。 早速 お 送りいたします。 

7. 推薦要項 書 提出締切目 平成 8 年 2 月 2 9 日 ( 木曜日 ) 

8. 推薦要項 書 送り先 〒 104 東京都中央区銀座 3 丁目 7 番 1 2 号 

( 王子不動産銀座ビル ) 

財団法人 藤原科学財団 TEL  (03)3561-7736 

FAX@ (03)3561-7860 

以 上 
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山田科学振興財団 

援助の趣旨及び 内容 

    本 財団は、 自然科学の基礎的研究に 対して研究費の 援助を致します。 実用指向研究 

は援助の対象としません。 

2. 援助額は ¥ 件 当たり 200 ～ 500 万円、 総額 4,000 万円、 援助総件数は 10 件 程度ですが、 

学会からの推薦及び 本 財団関係者からの 個人推薦の中から 選考致します。 

3. 援助金を給与に 充てることは 出来ませんが、 特に財団が指定した 場合を除き、 他の 

使途は自由です。 

4. 援助金の使用期間は、 贈呈した年度及びその 次の年度の計 2 年間とします。 

推薦方法 援助金の贈呈 

イ ・推薦者 : 本 財団が依頼した 学 ( 協 ) 会の代 選考結果の通知後適時銀行振込にて 贈呈致します。 

義者 

ロ ・ 推薦件数 : 1 推薦者ごとに 2 件以内 推薦 吉 送付先及び連絡先 
ハ ・ 推薦手続 : 推薦者は、 以下の書類を 整え、 財団法人 山田科学振興財団 

ご 送付 願 います。 (YamadaScienceFoundation) 
1. 所定の推薦善用紙又はその 写しに必要 〒 544  大阪市生野区 巽西 1 丁目 8 番 1 号 

事項を記入したもの 4 部 電話 大阪 (06) 757 局 33l@ W 代表 ) 
2. 添付書類 ( 研学 (96) 一 5/7 ぺージ参照 ) 

研究の成果及び 会計の報告 

記載上の注意 援助金の受領者には、 後日当財団の 連絡に基づき、 
イ ． 紙面不足のときには、 同型同大の別紙で 研究経過、 研究成果、 会計について 報告書の提出 
追加して下さい。 及び研究交歓会での 発表をして頂きます。 

ロ ・ 代表研究者は、 所属のあ る場合、 当該 所 

属の長から 本 援助の申込をすることにつ 

いての承諾を 得て下さい。 
付 記 

イ ・ 援助金の使途を 変更する場合には、 予め 本 

推薦締切期日 財団の承諾を 得て下さい。 
本 財団に推薦 書 が到着する締切期日は 口 ・ 研究成果を文書によって 発表される際には、 

1 996 年 3 月 3 1 日です。 本財団 ( 財団法人 山田科学振興財団、 

退き方法 YamadaScienceFoundat@on) の援助による 旨 

選考委員会において 選考の上、 理事会が を 記載し、 報 文の類にあ ってはその別刷Ⅰ 

決定します。 部 、 また著書の類にあ ってはその 1 部をご   

選考結果の通知 
寄贈 願 います。 

1 9 9 6 年 7 月末造 に 推薦者及び代表研究 ハ ・ ご 提出頂きました 推薦書及び添付書類は 、 

者等 宛て文書にて 通知します。 お 返しいたしません。 

研 究 者 各 位 へ 
推薦者の項に 対応する 学 ( 協 ) 会は次 記 のとおりです。 学 ( 協 ) 会により締切期日及び 募集方法等が 異なり 

ますから、 代表研究者は 応募の際、 各学 ( 協 ) 会にお問合わせ 願います。 

日本天文学会 日本化学会 日本生理学会 日本生物物理学会 

日本物理学会 高分子学会 日本遺伝学会 日本発生生物学会 

応用物理学会 日本農芸化学会 日本分子生物学会 日本植物生理学会 

日本金属学会 日本薬学会 日本動物学会 日本植物学会 

地震 学会 日本生化学会 日本細胞生物学会 日本免疫学会 
地球電磁気・ 地球惑星国学会 
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第 27 回 ( 平成 0 年度 ) 

三菱財団自然科学研究助成応募要領 

  

]. 助成の趣旨 
最近の自然科学の 進歩はめざましく、 各学問分野の 研究の深化はもとより、 分野間 

の相互作用により、 つぎつぎに新たな 研究領域が誕生しつつあ ります。 このような状 

況のもとで、 本事業は、 これらの基礎となる 独創的、 かつ先駆的研究とともに、 既成 

0 分野にとらわれず、 すぐれた着想で 新しい領域を 開拓し、 やがてその国際的発展に 

先導的役割を 担 う 萌芽ともなる 研究に期待して 助成を行な う ことを趣旨としています。 

本年度は、 下記の分野を 重点として助成の 対象と致しますが、 すぐれて独創的なも 

のはそれ以外の 研究でも積極目りにとりあ げられます。 

なお、 この助成金は、 研究達成のため 十分に活用できるよ う 、 その使途をとくに 帝 l] 

限 致しません。 

2. 重点対象分野 

Ⅲ 原理的に新しい 実験方法の開発に 関する研究 

(2) 工学における 境界分野の基礎研究 
く 3) 工学的システム と デバイスの基礎研究 

(4) 地球規模の環境に 関する基礎研究 
(5) 新物質・新材料 ( 低次元およびナノ 構造材料を含む ) の創成と物性に 関する 
基礎的研究 

(6) 生体機能物質の 構造生物学的研究、 および生物活性物質の 基礎研究 
(7) 発生系における 細胞の増殖，分化と 遺伝子発現の 制御に関する 研究 
く 8) 諸種疾患の発症機構に 関する研究 
(9) 生物個体の機能的構築に 関する研究 
㎝ 脳 ・神経機能に 関する基礎研究 

3. 助成の概要 
の 応募資格 

本 助成は い わゆる「総合研究」的なものではなく、 原則として個人研究 ( 但し 

少数グループに 26 研究も含む ) を対象と致します。 完全公募制であ り各研究 
者は自由に応募頂けますが、 当該代表研究者が 日本国内に居住し、 国内に継続 

的な研究拠点を 有する場合 ( 国籍等は不問 ) に限られます。 又 、 営利企業等関 

係者は対象外となります。 

② 助成金額 

総額約 3 億円を予定。 1 件当り 2 千万円以内とし、 採択予定件数は 3(W 件 程度を 

目途と致します。 なお研究の性質上比較的少額で 足りる内容のものも 充分考慮 

されます。 
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③ 助成金使途 
上記助成趣旨に 記載の通り、 特に制限はあ りません。 通常の設備費、 消耗品 費 、 

旅費等は勿論、 研究上特に必要な 場合は、 研究補助者への 謝金等も可 ( 但し当 

該代表研究者がこれらすべての 運用責任を持つ ) とされます。 

① 助成期間 

1 年を原則とします。 ( 助成金は、 贈呈決定後、 通常 1 年間で使用される 事と 

なります。 ) 

⑤ 助成決定時の 義務・条件 
後記選考の結果、 助成決定を受ける 事に決まられた 場合は、 財団所定の、 「助 

成承諾書」を 別途提出頂き、 これにより研究経過・ 完了の報告、 収支会計報告、 

その他使途変更申請手続等の 義務を負って 頂く事になりますが、 当面、 これら 

事務事項以外の 格別の義務・ 条件はあ りません。 

  

  

  

  

    4. 選考方法・結果通知等 

① 選考方法 

財団委嘱の下記委員からなる 選考委員会において 慎重審議の上、 その答申案に 

基づき、 平成 8 年 7 月開催予定の 財団理事会・ 評議員会において 正式決定され 

ます。 

( 選 考 委 員 ) 

江 矯 飾 郎 ( 委員長 ) 石 川 隆 俊 

末 松 安 晴 岸 輝 雄 江 ロ 豆 ロ 胡 名 取 俊 二 

京 極 好 正 潮 田 資 勝 

真 崎 知 生 ( 敬称略 ) 

( 専 門 委 員 ) 

申請課題の研究内容によっては、 適宜専門委員を 委嘱する。 

② 結果通知等 

・結果は、 決定後直ちに 個別申請者 宛 通知されます。 なお「助成決定者」の 一覧 

は、 各種学術関係広報資料 ( 科学新聞、 学会ニュース 等 ) にも掲載致します。 

・決定者への 助成金贈呈は、 平成 8 年 9 月の予定です。 
  

5. 応 募 方 法 

① 申込書の提出 

・ 当 財団所定の申込書に 必要事項を記入の 上、 正 1 通、 副 5 通 ( コピⅡを左肩 

上に各ホチキス 留めして、 直接下記 宛ご 送付下さい。 なお申込書以外の 参考資 

料等 はこれを添付頂く 場合も各 1 部のみで結構です。 

財団法人 三 菱 財 団 
〒 100 東京都千代田区丸の 内 2 丁目 5 番 2 号 ( 三菱ビルヂンバ 15 階 ) 

電話 東京 (03) 3214 一 5754 番 

・ 又 、 申込書には返信用はがき ( 申込者住所、 氏名を宛先として 記入したもの ) 

を同封 願 います。 同封 分は ついては、 財団事務局にて、 受付 日 、 受付番号を記 

入の上、 ご 返送致します。 
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・なお申込書用紙は、 当方にて関係各大学、 研究所等 死 に既に送付済の 用紙な い 

しそのコピーをご 使用下さい。 又 財団事務局にご 請求 ( 宛先記入済の 返信用 

角 3 封筒に、 190 円切手貼付の 上 ) あ れば、 別途 お 送りも致します。 
② 応募期間 
平成 7  年 12  月 15  日 一 平成 8  年 2  月 22  日 

③ 申込書記入上のご 留意点 
イ ・ 申込書の研究題目上部 欄 に申請研究題目のコード 番号 ( 別添 コード表 ご 参照。 

なお本表は平成 8 年度版文部省科研 費 申請コードに 準じたもの。 ) をご記入 

下さい。 

ロ ・ 又 、 前記本年度助成重点分野 10 項目の中より、 ご 申請研究に該当する 番号を 

( 無ければ (11) を ) 同じくご記入下さい。 
ハ ・代表研究者が 大学・研究所等に 所属される場合は、 当該主たる大学，研究所 

等の機関「 長 」から本件研究助成申込についての 承認を得て下さい。 ( 申込 

書 末尾書式の通り ) 
ニ ． 又 、 他機関に所属する 協同研究者の 参加が必要な 場合も、 協同研究者の 機関 

「 長 」の了承を 、 予め代表研究者よりお 取り置き願います。 

追記．参考資料として、 重点分野の解説並びに 当 財団第 24 回以降 ( 過去 3 年度 ) 
の 助成元一覧を、 上述コード表共々添付します。 

  
平成 7 年 12 月 

財団法人 菱 財 団 
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日本学術会議ガ スソ 施 38 

公開講演会「産業空洞化問題を 考える」開催さる 

平成 7 年 9 月 日本学術会議広報委員会 

今回の日本学術会議だよりでは ， 7 月に開催された 日本学術会議主催公開講演会「産業空洞化問題を 考え 

る 」の概要について 紹介します。 

日本学術会議は、 学術の成果を 市民に直接還元する Ⅲ 日本経済再生の 方途 

ための活動として、 日本学術会議会員が 講師となって 、 丹羽 奉書 ( 第 3 部会員 ) 

市民を対象に 年 2 回、 日本学術会議主催の 公開講演会 (2) 技術移転と空洞化 

を 開催しています。 冨浦 梓 ( 第 5 部会員 ) 
日本学術会議のバローバリーゼーションと 社会構造 (3) グローバリゼーションと 日本企業の多国籍化 

の 変化特別委員会は、 いわゆるグローバリゼーション 岡本 康雄 ( 第 3 部副部 園 
の 進展によって 我が国の経済・ 社会が受ける 諸種の影 4  質疑応答 

響と 、 それに伴 う 様々な問題点を 吟味し、 今後、 我が 5  閉会の辞 西島 安則 ( 日本学術会議副会長 ) 
国がとるべきそれらへの 対応策の在り 方を検討するこ 

とをその任務とし、 特に、 現在の我が国にとっての 最 金 問題提起 

も 重大な危機的事態とも 言うべき「産業空洞化」の 間 吉田 氏人 ( 第 1 部会員、 中央大学文学部教授 ) 
題の分析に最重点を 置いて、 審議を進めつつあ ります。 空洞化という 言葉は、 英語でフォローインバアウト 

今回の公開講演会では、 この特別委員会によるその と言われ、 これが最初に 問題になったのは 1960 年代の 
ような分析・ 審議の成果を 踏まえて、 ・ 3 人の講演者に アメリカであ り、 当時 RC にアメリカの 自動車あ るい 

よって、 まず、 Ⅲ我が国の経済を 全体として見てマク は電機産業が 出て、 アメリカの労働組合が、 ジョブ、 
ロ的に考察するという 経済学的な視点からは、 現在の つまり仕事の 輸出であ るということでかなり 反対した 

長期不況と異常な「円高」に 伴って余儀なくされつつ といつたようなところから 始まって、 日本でも、 l9f60 
あ る我が国産業の「空洞化」という 事態をどう捉え、 年代の後半には 東南アジアに 直接投資が開始されてい 
また、 それに対応するべき 経済政策はどうあ るべきか、 た。 もちろんこの 種の問題は、 経済のバローバリゼー 
そして、 次に、 (2@ 術 工学的な観点からすれば、 この ションという、 まさにグローバリーゼーションと 社会 

ような現在の 状況はどのように 把握され、 また、 それ 構造の変化特別委員会が 担当しているテーマの 一つで 

について、 どのような問題点が 指摘されるべきか、 そ あ るが、 その空洞化が 特に最近、 円高の状況の 中で国 

して、 さらに、 ㈹企業経営の 面から見た場合、 このよ 際競争力の著しい 低下を招くということで、 ますます 
うなグローバリゼーションのインパクトはどのような 加速されるというふ う にみられているわけで、 この種 

意味を持ち、 我が国の企業はどのようにそれに 対応し のテーマをバローバリゼーシ コ ン と 日本の社会構造の 

つつあ るのか、 という 3 つの視角からの 分析が行われ 変化の中でも 最も緊急のテーマの 一つとして取り 上げ 

ました。 ることになった。 

この講演会は、 平成 7 年 7 月 14 日 ( 金 ) の午後 1 時 空洞化といっても 産業の空洞化、 金融の空洞化、 技 
20 分から、 日本学術会議講堂において 約 200 名の聴講者 術の空洞化、 あ るいは産業の 空洞 4 ヒも生産の空洞化、 

を 集め開催されましたので、 その概要をお 知らせ い た 経営の空洞化あ るいは雇用の 空洞化といったさまざま 

します。 な側面があ るわけで、 主としてその 辺の問題を「産業 
の 空洞化」という 一言であ る意味でラフに 総括させて 

今次 第 いただいた企画であ る。 

0  司 会 吉田 氏人 ( 第 1 部会員 ) 中身は姉つあ り、 Ⅲ日本経済をマクロ 的な角度から 
1  開会の辞 利谷信義 ( 日本学術会議副会長 @  見ての空洞化の 原因とその対策について、 (2@ 術 の 空 
2  挨 拶 吉田 氏人 ( 第 1 部会員 ) 洞 化に関して、 (3) ミクロ的な企業がグローバリゼーシ 

問題提起 コ ンの中で国際化していく。 まさにそういう 意味で言 

3  講 演 えばミクロ的であ ると同時にグローバル な 、 その意味 
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で マクロ的な観点から、 それぞれ講演が 行われる。 

ここで出る問題は 多岐にわたるが、 基本的には空洞 

化の原因の究明と、 それに対する 対応策という 二つの 

側面からの講演となるが、 例えば大蔵 省の立場あ るい 

は日銀の立場、 あ るいは地方公共団体の 立場、 あ るい 

は企業の立場、 それぞれの立場によって 微妙に特殊利 
益が反映せざるを 得ないような 問題構造になっている 

が、 研究者というのはそういう 特定の、 つまり職業的 

な集団の利益から 比較的解放されて、 非 G に客観的な 
判断をすることができる 職業集団に属しておることか 
ら、 できるだけ客観的に、 一般的に特殊な 利害にとら 

われない角度からの 検討をさせていただくことになっ 
ているので、 研究者としてはこういう 見方をしている 

んだということをぜひお 聞きいただきたい。 
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き あ かし、 日本経済再生の 方途について、 国民経済予 

算制度を現在の 市場経済をべ ー スにしている 経済体制 

に組み込むべし 等の提言を行いました。 

金 技術移転と空洞 ィヒ 

冨浦 梓 ( 第 5 部会員、 新日本製織㈱ 常任顧問 ) 
製造業は全て 技術の発明と、 その移転によって、 拡 

大、 発展を成し遂げてきた。 鉄鋼業における 技術移転 
の歴史を振り 返ってみると、 一般的に技術の 個人依存 
性が高いものほど 移転が困難であ り、 技術の表象可能 

性の高いものほど 移転が容易であ る事に気がつく。 

技術の完全な 表象には多くの 困難が存在し、 それ故 
に未だ経験に 依存するところが 多い。 技術の表象可能 

性を高めるには、 製造に伴って 生ずる現象を 分析して、 

基本過程を取り 出し、 それ等を統合して 新たなシステ 
ムを発現するという 行為の繰返しが 必要とされる。 

このような経験の 科学化を継続的に 行われないとす 
ると、 技術の空洞化が 生じやすくなる。 

このような点について 着目し、 技術移転と空洞化に 
ついて、 生産技術としての 工学から社会技術としての 

コ : 学へのシフト 等の具体的提案としてまとめました。 

金 グローバリゼーションと 日本企業の多国籍化 

岡本康雄 ( 第 3 部副部長、 青山学院大学国際 

政治経済学部教授 ) 
口木の製造企業は、 1960 年代後半東南アジアに 生産 

拠点を軸とした 海外直接投資を 始めた。 そして 70 年代 

に入 ると、 貿易摩擦回避がらみで 米国向けの海外直接 

投資が、 電機・電子、 さらに乗用車といった 分野にお 

いて大規模に 行われるにいたった。 ErJ にも同じ様な 

分野での生産拠点の 形成が進められた。 この間、 日本 

企業の競争優位資源の 海外移転が果たしてどのように 

行われうるか、 が重要な課題であ った。 

他方、 世界規模では、 各国、 特に先進国間の 所得水 
準の平準化と 市場の同質化技術水準の 均等化と革新の 

同期化が進み、 情報通信技術の 急速な進歩とそれによ 

る伝達コストの 低下、 各国制度の自由化がこれに 加わ 

って、 80 年代国境なき 経済   グローバリゼーション 
が急速に進展し、 グローバル規模での 腕 争 が重要な課 

題であ った。 

そして 80 年代後半からは、 アジア N I ES 、 90 年代 

にはアセアンが 台頭し、 東アジア全体がグローバル な 

注目を浴びるにいたっている。 そして日本は、 急速な 

円高によリアセアンへの 生産移転を急テンポに 進めざ 

るをえなくなっている。 それは、 日本国内の空洞化を 

誘発している。 

これら二つは、 今現在、 同時解決を求められている 

課題であ る。 このトライアドについて 考察しました。 

米 なお、 この講演会の 模様については、 前回の講演 

会と同様、 日 半 双書 No.24 「産業空洞化問題を 考える」 

として、 ㈲日本学術協 フ J 財団より刊行予定です。 
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日本学術会議だより N0 ， 3 9 一 
高度研究体制の 早期確立についての 要望が採択さる 

平成 7 年 11 月 日本学術会議広報委員会 

今回の日本学術会議だよりでは． 10 月に開催された 日本学術会議第 122 回総会の概要と、 総会初日に採択された 
「高度研究体制の 早期確立について ( 要望 ) 」の内容を紹介します。   
日本学術会議第 122 回総会は、 平成 7 年 10 月 25 日 りました。 

( 水 ) から 3 日間にわたって 開催されました。 続いて、 提案事項の説明・ 討論・採決に 入り、 「 内 
総会初日は、 まず、 報告が行われ、 会長経過報告 及 科 薬科学」と「覚科系科学」に 分かれている 第 7 部の 

び 科学技術会議報告に 続き各通塞附置委員会、 各部、 専門を見直して 統合すること 及び第 17 期に向けて、 研 
複合領域研究連絡委員会運営協議会、 各常置委員会友 究 連絡委員会を 見直し、 改廃、 統合、 名称変更を行 う 
び 各特別委員会の 報告がそれぞれの 委員長，部長等 か ことを内容とした①「日本学術会議法施行令」の 一部 

ら 行われました。 を 改正する手続きを 進めること、 ②「日本学術会議会 
この中で、 利谷広報委員会委員長から、 ①日本学術 則 」の別表の一部改正、 ③「日本学術会議の 推薦に 係 
会議月報の充実に 伴い、 会員各位からの 原稿執筆の協 る研究連絡委員会の 指定等に関する 規則」の別表の 一 

力要請、 ②平成 8 年度の公開講演会の 企画の募集を 2 部 改正、 ④複数の研究連絡委員会にまたがる 専門委員 
月 連合部会時に 行うので、 会員各位への 事前検討要請、 会の設置を認めることを 内容とした「日本学術会議の 

③国学選書の 出版件数の拡大のための 企画募集、 ④ 前 運営の細則に 関する内規」の 一部改正、 ⑤会員推薦 管 
日 に開催した広報委員と 地区会議代表幹事との 連絡会 理会が学術研究団体の 登録を審査するに 際して、 資料 
議の議事から、 地区会議の抱える 問題点の紹介、 の 4 を 得る必要があ ると認められる 場合には、 日本学術会 

点は ついて付言があ りました。 議の意見を聴取できるようにするための「学術研究団 
また、 第 7 常置委員会、 学術と産業特別委員会及び 体の登録に関する 規則」の一部改正、 ⑥今後における 
阪神・淡路大震災調査特別委員会からは、 それぞれ、 日本学術会議の 組織、 機能、 施設等のあ り方について、 
総会報告に付して、 ①国際対応の 目的や役割をまとめ、 中 ・長期的観点から 検討することを 任務とした「運営 
それに対する 日本学術会議内覚からの 意見を集約する 審議会附置将来計画委員会」の 設 直についてを、 それ 
ことで、 日本学術会議としての 国際対応の立場の 構築 ぞれ賛成多数で 可決しました。 

をめざしてまとめられた「日本学術会議と 国際対応 さらに、 ⑦ 21 世紀を目前に 控え、 我が国の学術研究 
( 仮題 ) 」、 ②学術の新たに 進むべき方向に 指標を与 の 戒壇 的 発展を図る観点から、 研究費、 研究者及び 研 
え 、 より高度な産業への 貢献の方向を 定めるのに必要 党 機構について 抜本的な改善充実を 図り、 我が国の学 
な 価値判断の基準を 与えることの 第一歩を踏み 出すた 術研究体制を 一挙に高度の 水準に引き上げ、 高度研究 
めの端緒となるべくまとめられた「歴史的転換期にお 体制の早期確立の 実現を目指した「高度研究体制の 早 
ける学術と産業のかかわりについて」、 ③事態の緊急 期 確立について ( 要望 ) 」を賛成多数で 採択しました。 
性 にかんがみ、 意見のまとまったものから 順次これを 引き続いて、 ⑧「脳の科学とこころの 問題Ⅰを 脳科 
報告したいとの 趣旨から「強震観測網の 充実と強震 研 学の視点からまとめた 脳の科学とこころの 間頭特別委 
究 体制の整備について」と「災害医療体制の 整備につ 員 会の対外報告案について 討議を行いました。 会員か 
いて」の 2 件についてをその 第一段階として 位置付け ら活発な意見が 出されたため、 審議を 2 日目に持ち越 

てまとめられた「阪神・ 淡路大震災調査特別委員会第 して検討した 結果、 運営審議会で 一部修文を行うこと 

一次報告」が 会員に配布されました。 を条件として、 賛成多数で対外報告とすることを 了承 

この後、 会員推薦管理会報告及び 各研究連絡委員会 しました 0 

報告に続いて、 アジア学術会議実行委員長報告があ り、 2 日目の最後に、 前日配布された 第 7 常置委員会の 
西島委員長から、 明年 3 月に開催予定の 第 3 回アジア 「日本学術会議と 国際対応 ( 仮題 ) 1 に基づき会員の 

学術会議を中心とした 今後の進め方について 発言があ 間で自由討議が 行われ、 活発な意見交換があ りました。 
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伊藤会長が村山総理に 要望書を手交 

平成 7 年 10 月 30 日 ( 月 ) の午後 3 時に伊藤会長及び 解 でき、 貴重なご意見を 賜ったものと 思、 う 。 しかし、 

利谷、 西島岡副会長が 内閣総理大臣官邸に 村山総理大 例 えは、 研究費の倍増についての 要望などは、 シーリ 

臣を訪ね、 総理府の担当大臣であ る野坂内閣官房長官 ング の枠もあ り、 容易ではない。 補正予算で配 ぬした 

の 立会 い の下、 平成 7 年 10 月 25 日 ( 水 ) の第 122 回国 りして、 政府もいろいろ 努力はしている。 今後とも 期 
本学術会議総会で 採択された「高度研究体制の 早期 確 待 に沿うよう努力する。 」と語り、 要望書 は ついて 理 

立は ついて」の要望書を 手渡し、 その趣旨等について 解を示しました。 

説明を交えながら、 懇談を行いました。 なお、 要望書の内容は 以下のとおりです。 
村山総理 は 、 「要望の趣旨については、 大変よく 理 

高度研究体制の 早期確立について ( 要望 ) 

学術研究が我が 国はもちろん、 世界全体にとってもそ また、 ポストドクトラルフェローシップの 飛躍的 拡 

の 将来を左右する 重要な役割を 担うという認識が 政・ 充 なと研究者の 雇用形態の多様化を 図るとともに、 若 

官 ，産を通じて 最近とみに高まってきたことは 喜ばし 手 研究者の支援施策の 改善充実、 公正で多角的な 評価 
いことであ る。 しかしその一方、 我が国の学術研究 体 システムの確立、 外国人研究者の 任用も含めた 研究者 
制 にはなお制度的、 構造的な多くの 問題が顕在化して の国際的な交流の 促進などにより、 研究者がその 研究 
いる。 能力を最大限に 発揮する条件を 整えることが 必要であ 
日本学術会議では、 平成元年 4 月 20 日付 け 「大学等 る。 

における学術研究の 推進について 二 研究設備等の 高度 

化に関する緊急提言一」の 勧告を提出し、 政府関係 機 3. 研究機構について 

関 においても、 このような現状を 踏まえ、 学術研究 体 大学、 研究所 ( 国公立試験研究機関、 民営研究機関、 
制の改善のための 様々な施策が 講じられている。 しか 大学共同利用機関及び 大学の附置研究所を いう 。 ) 、 

しなお、 2m 世紀を目前に 控え、 我が国の学術研究の 飛 企業の 3 セクタ一の調和のとれた 発展、 規模的に不十 
耽的 発展を図る観点から。 研究費、 研究者及び @ 研究機 分 な研究所セクタ 一の拡充を図るとともに、 これらの 

構 は ついて抜本的な 改善充実を図り、 我が国の学術研 間の人的交流や 研究協力を促進することが 必要であ る。 
先体制を一挙に 高度の水準に 引き上げ、 高度研究体制 また、 急速に進展する 学問の最双線に 立って常に高 
を早期に確立することが 不可欠であ る。 科学者の代表 い研究活動を 維持するため、 研究組織に安定性と 流動 
機関として、 日本学術会議は 以下の点を早急に 実現す 性の二重性を 導入するとともに、 我が国の学術研究 体 
ることを要望する 0 制の重大な問題となっている 研究支援者の 不足につい 

て、 所要の対策を 講じる必要があ る。 
1. 研究費について 

我が国の研究甘の 政府による負担割合、 政府負担 研 4. 国際的連携について 

空費の 対 GNP 比を欧米先進諸国並みに 引き上げ、 政 世界に開かれた 共同研究の拠点の 整備、 研究助成を 
府の研究開発投資額を 早期に倍増させることが 必要で 目的とする基金の 設定など、 研究者の国際交流、 共同 
あ る。 研究等の促進のため、 所要の措置を 講じる必要があ る。 

その際、 基礎研究、 応用開発研究に 加えて、 将来に その際、 アジアの一員として、 アジア地域に 対しては 
おける応用の 潜在力に注目した「戦略研究」のそれぞ 特段の配慮が 必要であ る。 

れば ついて助成を 強化するとともに、 国費による投資 

的 経費としての 研究費の支出、 民間の研究助成財団の 日学 双書の刊行案内 
活動の促進などにより、 多元的な研究資金源を 確保す 日本学術会議主催公開講演会の 記録をもとに 編集さ 
ることが必要であ る。 れた次の日 半 双書が刊行されました。 

通学双書 No.23 「歴史的転換期における 学術と産業 
2. 研究者について の 在り方をめぐって」 

優秀な研究者を 確保する観点から、 研究費、 研究施 [ 定価 J l,000 円 ( 消 貢税込み，送料別途 ) 
設 等について劣悪な 状況にあ る研究環境を 早急に改善 米聞 い合わせ先 

することが必要であ る。 ㈱日本学術協力財団 古 03-3408-9788 
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会 員 異 動 

く 新人会員 ) 

( 氏 名 ) ( 所 属 ) ( 住 所 ) ( ①テーマ、 ②材料 ) 

佐藤 真 大阪市立大学医学部第一解剖 〒 545 大阪市阿倍野区旭町 1 一 4 一 %  ①神経系の形成 

②マウス 

YOONYong@ D3@   Dept ． of@Bi   l ，， COl ， of@ Natur3   SC     ， ， 

Hanyane University, Seoul l33 一 791. Korea 

塘 恩顔 筑波大学菅平高原実験センター 〒 386-22 長野県小県郡真田町長 1278-294  ①昆虫の卵形成 

② アザミウマ 類 ( 昆虫網 ) 

  高橋 氏子 名古屋大学医学部解剖学第一講座 〒 466 名古屋市昭和区鶴群 W65 ①消化管の発生 特に神経、 平滑筋 

  

  
  

m 田 源 鹿児島大学工学部応用化学工学科 〒 8 ㏄鹿児島市郎 元 1 一 21 一 40 ①分子発生遺伝学 

分子生物 ②マウス   
鏡味 裕 農林水産省畜産試験場育種部育種 〒 305 茨城県稲敷郡茎崎町 池 の 白 2  ①異性細胞融合キメラニワトリの 性分化 

資源研究室 ②ニワトリ 

岩崎 加寿 江 東京農業大学農芸化学科 〒 l5B 世田谷区桜丘 1 一 Ⅰ 一 1 ①哺乳動物の E S 細胞に関する 研究 

② ウシ 受精卵 

( 判 渡部 聡 岡崎国立共同研究機構生理学研究 〒 4 村岡崎市明大寺町 字 西郷 中 38 ①分子発生遺伝学 

所 高次神経 

@ 柴田 安岡 愛知教育大学生物学専修 〒 448 刈 谷市井 ケ 谷町広沢Ⅰ ①受精 

②メ タ ； 

く 住所・所属変更 ) 

( 氏 名 ) ( 所 属 ) ( 住 所 ) 

青山 裕彦 生命 誌 研究 館 〒 569 高槻市 紫町 1 一 1 

尾崎 宏 基 鹿児島大学歯学部第一口腔解剖学講座 〒 890 鹿児島市桜ケ 丘 8 一 35 一 1 

大隅一山下 典子東京医科歯科大学大学院生体機能制御歯科学系発生機構制御宇講座 〒 113 文京区湯島Ⅰ 一 5 一 45 

大原たか ね ( ㈱アールテック・ウエ / 〒 108 港区高輪 4 一 24 一 58 一 502 

内藤 元 農林水産省家畜衛生試験場 〒 305 つくば市観音白 3 一 1 一 Ⅰ 

( 学 ) 飯島 忠生 東北大学加齢医学研究所分子神経研究分野 〒 980 仙台市青葉区 皇 陵 mT4 一 1 

@ 阿部 上映 海洋科学技術センター 深海環境プロバラム 〒 237 横須賀市夏島町 2 一 15 

く 退 会 ) 

広橋 教貴 、 西塚春草 
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( 賛助会員 ) 

生物学・生態学洋書のことならバリーン 洋書㈱ 〒 210  Jl@ 崎 市幸区塚越 2  -260 

T  E  L  044-533-0470 

生命 誌 研究 館 〒 569  高槻市柴灯 1-1 

T  E  L  0726-81-9750 

三菱化学生命科学研究所 〒 194  町田市南大谷 11 

T  E  L  0427-24-6226 

明治乳業㈱ヘルスサイエンス 研究所 〒 250  小田原市成田 540 

T  E  L  0465-37-3661 

試薬及び理化学機器販売の 理科研㈱ 〒 463  名古屋市守山図九卿 2-107 

TE L 052-798-6151 

次代を担 う バイオテクノロジ 一和硫 薬 ㈱ 〒 606  京都市左京区北白川西伊織 町 25 

TEL  075-721-0491 

(50 音順 ) 
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賛助会員へのご 入会のお願い 

日本発生生物学会 

会長 岡田 益舌 

近年， ライフサイエンス ，バイオテクノロジ 一等の言葉が 広く語られ，生物学に 大きな関心と 注 

目が 払われるようになってまいりました。 

日本発生生物学会は ，発生生物学の 進歩と普及をはかるため 設立された学会で ， 日本を主に，外 

国の発生学者を 混じえて約 1,200 名を結集しております ，発生学は，言うまでもなく 医学・農学等の 

諸分野とも深 い 関連を有しており ，最近とみに 進展の著しい 遺伝情報発現をめぐる 諸問題，癌細胞 

の基礎的研究，老化の 問題等も発生生物学の 大きな関心の 的になっております。 日本発生生物学会 

は ， これらの分野での 活発な研究者を 会員としております。 又 ，本学会の刊行致しております 欧文 

誌 "Development, Growth  and  D 冊 erentiation"  (DGD  )  もこの方面の 国際的学術雑誌として 高く 

評価されております。 

貴社におかれましては ， このような学問の 重要性をすでに 御 承知のことと 存じます。 何卒，本学 

会趣旨に 御 賛同の上，賛助会員として 木会を 御 支援賜りますよ う 御願 い 申し上げます。 

なお，賛助会員は 年 3 回発行される「インフォメーション・サーキュラー」誌上に 特記され， 本 

会の刊行する 欧 ・和文刊行物 ( 会員名簿を含む ) が配布されます。 会費は，一口三万円を 申し受け 

ております。 御入会の際は ，入会申込書を 事務局までお 送り下さい。 

連絡先 : 日本発生生物学会事務局 

〒 444  岡崎市明大寺町西郷 中 38 
基礎生物学研究所生殖研究部門内 

日本発生生物学会 
TEL・ FAX・ 

                                                                                                            切             ・ >)-         - 取                             赤県 --                                                                                                         

日本発生生物学会賛助会員入会申込書 

年 月 日 

賛助会員として 入会の申し込みを 致します。 

    円 ) 

住 所 

会社名 ⑳ 

担当者名 
電話番号 
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広告掲載のお 願い 

日本発生生物学会は 理学，医学，薬学，農学をはじめ 分子生物学，細胞生物学，遺伝学など ， さ 

まざまな生物学分野で 発生生物学の 基礎研究に興味を 持つ内外の研究者によって 組織されている 学 

会であ り，国内外に 約 1,200 人の会員を持っております。 

英文学術雑誌 Development, Growth and D@erentiation は， 日本発生生物学会の 機関誌で年 6 

回 発行し国内に 約 1,100 部，国外に約 600 部配布致しております。 また会員には イ ンフォメーシ 

ョン ・サーキュラーを 年 3 回配布致しております。 

目下，本学会では 広告主を募っております。 会員各位におかれましても 広告主のご紹介等，是非 

ご 協力頂きますよ う お願い致します。 

  
広 生 Ⅰ 料 

DGD 本誌 1 頁 年 6 回 150.000 円 

半 頁   78.000 円 

インフオメーン コ ン 1 頁 年 3 回 30.000 円 

サーキュラ 一 半 頁   15.000 円 

申し込み 先     日本発生生物学会事務局 

〒 444  岡崎市明大寺町西郷 中 38 
基礎生物学研究所生殖研究部門内 

日本発生 @ @ @ @ 
TEL@(0564)@55-7550@ FAX@(0564)@55-7556   切 り 取 り 線                                                                                                           

広告申し込み 書 
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口 DGD 本誌 1 頁 

口   半 頁 

口 サーキュラ 一 Ⅰ 頁 
  

口   半 頁 

住 所 

会社名 

担当者名 
電話番号 

⑳ 
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日本発生生物学会第 2  9  回大会 
宿泊のご案内 

拝啓皆様には、 ますますご清祥のことと 心よりお 慶び 申し上げます 0 
この度、 京都において 平成 8 年 5 月 23 日より日本発生生物学会第 29 回大会が開催 
されるにあ たり、 多くの皆様がご 参加くださいますことを 心より歓迎申し 上げます。 
さて、 皆様方のご宿泊のお 世話を JTB 団体旅行京都支店が 担当させて頂くことにな 
りましたので、 下記の通りご 案内申し上げます。 
皆様のご利用を 心よりお待ち 申し上げております。 敬具 

JTB 団体旅行京都支 苫 
支 舌長 日比野 健 

1. 宿泊ご利用木テル 

  宿泊期間 平成 8 年 5 月 2 2 日 ( 水 ) 一 5 月 2 5 日 U 土 ) 

C ホラ @ レアルファ 7, 8 0 0   同上 

ハ 。 ス沖 京都 8, 8 0 0   肝辮臓壺紘 a 付 

ホテ J レリッチ 7, 3 0 0   JR 荒 め @ よ り タク i@-15 分 

荒田 ト 7 へ "7- ス "@ ソ 5, 7 0 0( ッセ y) 5,  2  0  0  m ト @J フ 。 何 JR 京轍 よりタク 舛 15 分 

2. お申込ご案内 
1) . 申込書に必要事項をご 記入の上、 下記 死 に郵送または FAX にてお申込願います 0 
2) . 申込締切目 平成 8 年 4               
3) . 申込書を受付し「宿泊予約確認 書 」 「請求書」を 4 月 末日頃 郵送いたします。 
4) . 宿泊料金のお 支払は「請求書」内容をご 確認の上、 同封の振込書にて 
お振込み願います。 

5)    ご希望のホテルが 予約できない 時、 他の同等クラスのホテルにて 手配致します。 
その際は、 早目にご連絡致します 0 

6)    世、 「通信五車 絡費 」としてお一人             申し受けます 0 

8, お申込後の取 消は ついて 

8 日以前 @  7 日前一 2 日前 @  1 日前 ( 前日 )  @  宿泊の当日 ( 不治 ) 
無料 2@ 0% 5@ 0% 1@ 0@ 0% 

取 消 料 
お客様のご都合にて 宿泊の取 消 または変更をされる 場合、 宿泊代金に損じた 工き 諏消 料を 

申し受け致します 0 
1) . 上記 取消 手数料ならびに 郵送料の実費を 差引き、 当会終了後精算書をご 送付致します。 
2) . 取消 料の基準は FAX 受信田といたしますので 必ず FAX にてご連絡ください 0 

( 電話での取消しはトラフ ， ルの 原因となりますので、 受付できませんので 

ご了承ください。 ) 

申込書送付 先 
郵便番号 6 0 0  京都市下京区四条通り 油 小路西人山藤本番 町 2 6 一 1 

朝日生命京都第 2 ビル 7 階 
J TB 団体旅行京都支店イベントノコンベンソ コ ンセンター 

担当 :  伊 藤 孝 裕 
TEL      0 7 5 一 2 4 1 一 0 1 3 7  PAX: 0 7 5 一 2 5 5 一 6 5 7 4 
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研究用試薬 花ザイナキシス 一 社 

生 細胞の染色に 

細胞蛍光標識キット 
Ce ⅡⅡ nker Technology に基づく細胞染色法で ，細胞膜 
に高親和性を 持つ新しいタイプの 蛍光色素 PKH2 または PKH26 
蛍光色素と希釈 液 とを組み合わせた ，細胞蛍光標識キットです． 

胞 機能に影響しません 
  

細胞と数分間混合するだけで ，先細胞をその 機能を損うことなく 染色 

可能で，糸田胞の 移動や増殖のモニタリンクに 大きな威力を 発揮します． 

便 です 
従来 "Cr 等を用いて行われていた LAK 細胞のモニタ ソ ンク。 や NK 活 
性の測定が簡便に ， しかも安全に 行 う ことができます   

定です 
  

ウサギ赤血球を 標識した場合， PKH26 では in vivo でその溶出の 半減 

期が 100 日以上を示し 長期のモニタリンバが 可能です． 

Tum0r  Loca Ⅱ za Ⅱ or@  of  PKH26  LabeIed 

TILs. 

マウス、 n Ⅱ @ 甜 Ⅱ荻に 没 @  している， PKH26 て 。 
染色した IL り処坤 リンパ球が観察されます． 
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マウスのテラ ト ） で 森脇和郎 野Ⅰ武彦村松 / 庄 喬 / 編集 
一 EC 細胞による哺乳動物の 実験発生学一 定価 3914 円 ( 税込 )A  5 判・ 296 頁・並製 

テラト一％の 生物学的な知識， EC 細胞の種類と 成立， EC 細胞を用いた 初期 胚の 
細胞生物学・ 分子生物学的研究， EC 細胞のキメラ 動物への応用などについて ， 研 
究の進展を紹介しその 理論と実験技術を 解説してあ ります・ 

哺乳動物の初期発生 
妹尾方 知丸 加藤淑 裕 入谷 明 

鈴木 枕悦 無難 / 編集 
定価 15450 円 ( 税込 )B5 判・ 480 頁・上製 

一基礎理論と 実験浩一 
初期発生の基礎理論をはじめに 説明し，ついで 初期胚を研究対象とする 主要な実験 
研究法を解説してあ ります．生命現象研究へ 大きな手がかりとなる 本書は，医学・ 
生物学・農学・ 薬学を専攻する 研究者の必携の 書です・ 

体細胞遺伝学 山根 紋 岡田善雄 堀川正克 黒木登志夫 / 編集 定価 10094 円 ( 税込 )A5 判・ 720 頁・上製 
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1  %  Ⅰ 里 工学社東京都文京区 本 駒込 5-9-l0  電話 0%828)52l Ⅱ 代 )  振替口座番号東京 l-34676  〒 l 柊 

  

  

良質実験用アフリカツメガエルの 

確実供給に努めておりま 式。 
■出荷単位 
スタンダード ( 黒 ) ………… ]0 匹 単位 

昔理 ガエル 
]994 年Ⅱ戸上旬販売開始 7 

11111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111 

◆ ご 注文は巨 AX にてお願い申し 上げま 豆 。 
◆ お 気軽にご相談、 お 問い合わせ下さい。 
◆留守番丁日」の 場合、 ホ ケットベルをご 利用下さい。   

一 23 一 



肪 eCoompanyofBfooloogfS 六 % Ⅱ d, 
発生学・生理学関連雑誌ご 案内 

l987 年より Jourrnal of 巨 nlbrvyologyand 三 xperil ㎞ ental 

Mor 口 hology から訪客変更した 本誌は、 発生学分野の 代表的 

DeVe Ⅰ Op Ⅲ C Ⅱ t ジャーナルです。 出版のスピードと 質の高さは群を 抜いて おり、 カラーぺ ー ジの美しさ、 投稿者へのぺージチャージが 

ないこと、 また同誌掲載の 論文全てにつきそれぞれ 200 部 

Editor-in-Chief:@Chris@Wylie の抜き刷りを ます。 本誌 は 、 無料で提供すること、 植物と動物の 発生メカニズムを なども特徴となってい 解明する研究 
のためのフォーラムです。 

》 SC ダ JournalC 仮 tonRepo お 。 ・ 94lmpa ぬ Factor:8. ㏄ 4 (Dev 目印 men 目引 o@y 分野 23 講中第 2 位 ) 

RECENT@CONTENTS 

Spana,E.P.,Kopczy@nsk@,C.,Qoodman,C.S.andDoe,C.Q   
月 S メ mm6 ぱ他 loCa 肪 a Ⅳ 0 戸 0/ り umbaU ね nomoUs げ d 卸 6rm 伍 6Ss@l@gns%on 雄 gnti@ 加山 gDrosop ゎ @@aCNS 

Ja 囲 iarz,M.K.andHoward,K.R   
Theac Ⅳ sm り rationofDroosoph@ 佑 lpr@mord ね llgermc 可胎 
Vod@cka,M.A.andG0rm.ha れ ， J.C   
B 佑 s め m 邱り de げ旧 Ⅱ 0 戸 za り oddoma 肋 Esofg0 り りり xpr88ss@ れ 何 @heSpeman り O ゆ 繍は arof Ⅹ ie り oopus ね B Ⅴ お 
Tr 引 lsman, 」． E.andRubin,G.M   
w 而 Oless 肪 h@b@ ね mo ゆ月 09 り舶 t% 仙仔 owmo れ me れ t@fnth り IOrosop 用 @eyed わ c 
Haegel,H" ㎏ ru も L,Ohsu 囲 ， M.,Fedorov, 」， @H 軋り nknecht,K.andKem 掩 Ir,R   

Lac 化 co ⅠⅠ ， Cate り @ れ石川 g0@temous り <d り Ⅴ り lop 巾 0 り tatgas ヤり屋 Ⅱ 0 斤 

レ 年間購読 概価 : Ⅵ 54,000  レ 1996 年春 号 :Vol.122(12  issues)  レ 商品コード :D13585V 

～ 分子・細胞・ 発生生物学の 

ニュース とレヴユー ～ til@   SS@l   SU@ (l   ternati   nal@Council@of@Scientific@Uni   n) 
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"  .  業務 戸 。 容 
設計，監理・ 施工業務 

・水族館、 水産試験場、 大学、 研究所、 臨海実験所、 栽培漁 

業センタ一など 水生の生物が 係 わりを持っ施設の 建物およ 

び建物附属設備の 企画、 設計、 監理および施工。 

・建物および 建物附属設備の 設計、 監理および施工。 

・水生生物飼育用環境調節設備の 設計、 監理および施工。 
・動植物 m 環境制御設備の 設計、 監理および施工。 

・その他一般空気調和設備、 給排水設備、 衛生設備および 電 

気設備などの 設計、 監理および施工。 

機器開発、 製作、 販売業務 

  生物の環境制御に 必要な各種機器の 開発、 設計、 製作およ 
び 販売。 

  スイミングプール 用各種機器の 開発、 設計、 製作および 販 
  
ケ可う 

 
 

  八 福山大学マリンバイオセンタ 一 大型飼育 水柚 1 50m'   

 
 

2 . 機器及び 装仮 

加熱冷却関連機器 

加熱ユニット / 冷却ユニット / 加熱冷却ユニットⅠチタン 

ヒーターノチタン 製ルート式， 投込式 ，プレート式熱交換 

器 

測定記録制御機器 

温度調節 器 / 測 担体 /pH, DO, 塩分濃度制御装置Ⅰ圧 
力調整器 / 水質測定器 

恒温、 定温糟、 温度勾配装置 

低温桓温循環本柏 / 桓温循環水槽 / 皓温 飼育 棺 / 温度勾配 
装置Ⅰ超小型インキュペーターノ 超小型電子式正 連 恒温 柚 

/ ゼットコンデンサーノ 恒温コンテナ -/ 恒温ポックスノ 
ポータブルインキュベーター 

無菌、 殺菌、 ろ過 装置 

海水用流水殺菌装置 / オゾン紫外線流木殺菌装置 / 流氷 式 

加熱滅菌装置Ⅰ無菌 ろ過器 / 本城 式 プランクトン 

  / 脱塩素装置 ノ 活性炭フィルターノ 自動 砂 洗浄ふる ぃ機 ▲遠洋水産研究所 桓温生物飼育実験室岡屋外冷却設備   

  

環境調節装置、 桓温室 
マルチハィデンス 装置 / 水生生物環境調節装置イヤリ ィ ； 

飼育水槽 / 加熱冷却 ろ過 循環ユニット / 水平垂直湿度勾配 

反応試験装置Ⅰ魚介類飼育用加圧水槽 / 潮 ? タ 水槽Ⅰ渓流の 

ぞき水槽 / 回流水槽 / 加圧 式 インキュベーターⅠ魚介類呼 

吸 量 測定装置 / 塩分濃度調節装置Ⅰ藻類培養装置Ⅰ海草育 

成 器 Ⅰ魚類選好 忌 Jf 温度試験装置 / 活魚輸送車 / タ イド プ 
ールノ低温生物飼育培養室 ノ 恒温室 ノ プレハブ冷蔵 庫Ⅰ動 

物飼育 室 Ⅰ木村 式 多段式ふ化槽 

飼育用品、 医薬品 

ガラス、 アクリル、 FRP 、 ポリカーボネート 等 る 種本柏 

/ フィルターノ 水 ポンプⅠ空気ポンプ / エアーストン ノ 酸 
素分散 器 / エアーコック / ジョイントノ 照明装置 / 自助ラ 

イトコントローラノ 砂 、 砂利、 大磯 砂 、 珊瑚 砂 、 天然ゼ 

オライト等 ろ材 Ⅰ人工海水Ⅰ動物用 ( 鑑賞魚用 ) 医薬品Ⅰ 
湿度計Ⅰ比重計ノビニールホースノ 網 

プール用品 

照明用、 観察用水中 窓 / 水中照明装置 / 水門 ▲東京都立大学水棲生物飼育施設内のマルチハイデンス 装置 

フク 7 株式会社 〒 14 主文京 卸 Ⅱ 区 西五反田 2-10-8 TEL 03-3495-5668 Ⅱ A Ⅹ 03-3495-5688 

  




